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クロマグロの資源問題と
わが国マグロ養殖をめぐる動向

〔要　　　旨〕

１　マグロについては，世界的な漁獲規制強化の動きが加速しており，今年３月のワシント

ン条約締約国会議では大西洋クロマグロの附属書掲載問題が注目を浴びた。同条約は，野

生動植物の保護を目的に，絶滅のおそれのある動植物の国際取引を規制するものであり，

食用種を対象とする場合は，信頼できる資源評価と「自然資源で暮らす人々の視点」が不

可欠である。一度附属書に掲載されると，取消やダウンリストが難しいだけになおさらで

ある。

２　わが国のクロマグロ供給は，太平洋海域からの供給と大西洋海域からの供給がほぼ拮抗
きっこう

し，前者の主体がわが国漁船による漁獲，後者の主体が輸入という状況である。今回問題

となった大西洋資源に限らず，クロマグロに関する漁獲規制は強化される方向にあり，今

後は供給量の減少が見込まれる。その一方で，クロマグロはミナミマグロとともにトロ商

材として人気が高く，近年のトロ嗜好ともあいまって年々その割合を高めており，こうし

た事情を背景にわが国でのマグロ養殖が拡大している。

３　しかし，養殖場の拡大余地，種苗の確保，エサ(生餌，魚粉)の需給見通し，いずれも制

約要因として作用する可能性が大きい。また，高級寿司店から回転寿司等への外食需要の

変化や量販店での販売増加を背景に，近時は養殖マグロの価格の低下(＝収益性の低下)も見

られ，こうした点を考慮すれば当面わが国のマグロ養殖の展望は限定的なものとなろう。

４　クロマグロに限らないが，水産資源は適切に管理すれば無限に再生産可能な天然資源で

あり，そこに食料としての貴重性がある。マグロ養殖に過大に期待するよりも，資源管理

の徹底と資源の有効利用が優先されるべき課題であろう。

輸入消費のために地中海でのマグロ蓄養事業を主導し，それが主因となって資源水準が

悪化した大西洋マグロのみならず，わが国が大半を漁獲，消費する太平洋マグロについて

も，その資源管理に果たすわが国の役割は重大である。
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マグロについては，世界的な漁獲規制強

化の動きが加速しているが，とりわけ大西

洋クロマグロの資源管理をめぐる状況に大

きな変化があった。昨秋，モナコがクロマ

グロをワシントン条約「附属書Ⅰ」
（注１）

の対象

とし，国際取引を禁止すべきだとの取引規

制を提案したのを契機に，「大西洋まぐろ

類保存国際委員会（ICCAT）」が漁獲枠の

４割削減を
（注２）

決定するなどの動きが相次いだ

のである。

モナコ提案については，ワシントン条約

事務局によるクロマグロ取引禁止勧告，欧

州連合（EU）の支持決定など，これを支

持する動きが急速に広がり，３月のワシン

トン条約締約国会議で採択されるとの見通

しが相次いで報道された。しかし，条約締

約国会議の委員会での採決の結果は，賛成

20，反対68で否決され，猶予期限付きの

EUの禁輸案も賛成43，反対72で否決され，

全体会合でもこの結果が承認された。とく

に，モナコ提案については，賛成票がEU

加盟国数を下回るなど少なからぬ国が棄権

に回ったことを示しており，EU内での足

並みの乱れをうかがわせる結果となった

が，クロマグロに関して初めて採決に至っ

た点が特記される。

（注１）絶滅のおそれのある種であり，学術研究目
的以外の国際取引は全面禁止となる。このため，
海外から日本への輸出が出来なくなり，日本市
場で流通するのは日本船が漁獲した魚に限定さ
れる。

（注２）東大西洋クロマグロ資源の保存管理措置と
して，2009年の総漁獲可能量（TAC）22,000ト
ンが2010年は13,500トンに（わが国の漁獲枠は
1,871トンから1,148トンに）削減される。

マグロ資源の状況は第１表のとおりであ

り，刺身向け商材とされる４魚種（ビンナ

ガを除く）の資源状況は中位ないし低位に

あり，しかもその動向は横ばいないし減少

傾向とされている。とくに，高級トロ商材

となるクロマグロ，ミナミマグロ両魚種の

資源動向は極めて厳しい状況にあり，
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I CCATや「みなみまぐろ保存委員会

（CCSBT）」などの漁獲枠削減の動きは，こ

うした状況を反映したものである。

クロマグロの漁場は，大きく大西洋と太

平洋に分けられるが，前者における漁獲量

は３万５千トン（うち地中海２万６千トン），

後者が２万トン（うち西太平洋１万６千トン）

であり，大西洋資源への依存度が高い。
（注３）

こ

の大西洋資源，なかでも地中海を中心とす

る東大西洋のクロマグロ資源の危機的な状

況については，かねて世界自然保護基金

（WWF）等から，その背景にあるマグロ養

殖業やそれを支えるまき網漁業の問題性と

ともに指摘されていた。
（注４）

これについて，ICCATでも06年の漁獲

実績を約５万トンと推計，計画枠（約３万

３千トン）の超過を認め，こうした過剰漁

獲防止のためにはマグロ養殖業における小

型マグロの導入量（＝天然マグロの漁獲量）

の把握が課題とした。これを受けて，漁獲

枠の削減に加え，正規許可蓄養場やクロマ

グロ漁船のリスト化（ポジティブリスト），

定期的な漁獲報告

の義務化， VM S

（漁船監視システム）

による位置報告等，

養殖管理の強化に

向けた対応を進め

てきた。さらに近

年は，保存管理措

置に反したクロマ

グロの輸出入の禁

止，はえ縄漁船の

洋上転載監視制度（運搬船へのオブザーバ

ー乗船）やクロマグロに対する漁獲証明制

度（CDS）の導入等一層対策を強化してい

る。

こうしたなかで，今回のワシントン条約

締約国会議でのモナコ提案が注目された背

景としては，ICCATによるこうした資源

保全措置が十分機能しておらず，このまま

では十分な資源回復が期待できないとの認

識がある。
（注５）

とりわけ，まき網漁船による漁

獲，曳航
えいこう

用イケスでの搬送，養殖イケスへ

の導入といった一連の工程を経るマグロ養

殖業向けの漁獲量の把握が十分ではないと

するものである。

また，資源減少が深刻なミナミマグロに

ついても，漁獲枠の削減に加え，違法操業

による捕獲でないことを証明する「漁獲証

明制度」や人工衛星を用いた漁船の位置監

視制度の導入などの資源管理措置が，

CCSBTによって講じられている。しかし，

資源回復ははかばかしくなく，次回のワシ

ントン条約締約国会議では附属書掲載問題
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低位／減少 
西大西洋： 
低位／横ばい 

　　 ― 

低位／横ばい 

中位／横ばい 

北大西洋： 
低位／増加 
南大西洋： 
中位／減少 

 

 

 

　　 ― 

中位／減少 

中位／減少 

 

 

 

　　 ― 

低位／横ばい 

中位／横ばい 

太平洋： 
中位／横ばい 
 
 

　　 ― 

中位／減少 

中位／横ばい 

北太平洋： 
高位／横ばい 
南太平洋： 
高位／減少 

 

 

 

低位／横ばい 

　　 ― 

　　 ― 

　　 ― 
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資料　（独）水産総合研究センターHP「平成２０年度国際漁業資源の現況」より作成     
（注）　資源水準／資源動向で表記。  

第1表　マグロ類の海域別資源状況     

大西洋 
ICCAT

インド洋 
IOTC

東部太平洋 
IATTC

中西部太平洋 
WCPFC

全水域 
ＣＣＳＢＴ 

海域･地域漁業 
管理機関 



が浮上することも懸念される状況にある。

一方，資源水準が中位にあるとされる太

平洋クロマグロについても，わが国近海で

のまき網による漁獲増や養殖用稚魚ヨコワ

の急増など資源負荷が過剰であり問題，と

の指摘も多い。太平洋クロマグロについて

は，わが国が主要な漁業国かつ消費国とい

うこともあり，早急な対応が求められる。
（注６）

（注３）07年実績（水産庁のHP「まぐろに関する
情報」）。なお，大西洋クロマグロと太平洋クロ
マグロは，現在では別種とする見解が多く，国
際機関等では前者をPacific bluefin tuna，後
者をAtlantic bluefin tuna と区分している。

（注４）世界自然保護基金（2004）「地中海におけ
るマグロ蓄養業－危機に瀕するクロマグロ資
源」。

（注５）ICCATの第21回通常会合（09年11月）にお
いて，「加盟各国が漁獲してよいクロマグロの漁
獲量を年間8,000トンに設定したとしても，2023
年までに東部大西洋クロマグロの資源が回復す
る可能性は50％しかない｣との報告があった（世
界自然保護基金のHP）にもかかわらず，大幅削
減とはいえ2010年の漁獲枠が13,500トンに設定
されたこと等。

（注６）まき網漁による小型マグロの漁獲規制が導
入される（「水産庁，来年から上限ー小型マグロ
近海の漁獲規制」2009.12.4付日本経済新聞）が，
限定的な内容にとどまっている。

（１） ワシントン条約

ワシントン条約の正式名称は，「絶滅の

おそれのある野生動植物の種の国際取引に

関する条約」であり，野生動植物の保護を

目的に，絶滅のおそれのある動植物の国際

取引を規制するものである。条約が採択

（1973年）された都市の名称からワシント

ン条約，あるいは英文表記の頭文字から

CITESとも呼ばれる。
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絶滅のおそれがあり保護が必要と考えら

れる野生動植物は，規制の必要性に応じて

３分類（附属書Ⅰ，Ⅱ，Ⅲに掲載）され，条

約締結国（09年４月現在で175か国・地域）

はそれに応じた国際取引規制を遵守するこ

ととなっている。附属書Ⅰには，「絶滅の

おそれのある種であって取引による影響を

受けており，または受けることのあるもの

を掲げる」（条約第２条）とあり，生物学上

および取引上の基準を満たさなければなら

ない。生物学上の基準としては，①個体数，

②分布面積，③資源量の減少が掲げられて

いる（決議9.24付記１）。クロマグロが附属

書Ⅰに記載された場合，海外からわが国へ

の輸出は禁止され，公海からの持ち込みも

禁止されるので，わが国の漁船による漁獲

もできなくなる。
（注７）

なお，条約加盟国が「留保」した場合に

おいては，その種に関して締約国でない国

として取り扱われることになる（条約23

条）。現在わが国は，クジラ７種，サメ３

種，タツノオトシゴ属全種について留保し

ている。

（２） 大西洋クロマグロをめぐる動き

食用魚種である大西洋クロマグロの附属

書掲載が最初に提案されたのは，京都で開

催された1992年のCITES締約国会議であ

る。西部大西洋系群を附属書Ⅰに，東部系

群を附属書Ⅱに掲載するというもので，ス

ウェーデンが提案したが会期中に撤回され

ている。その次の会議（94年）でも，ケニ

アがクロマグロとミナミマグロの掲載を提

２　マグロとワシントン条約



案したが，会議前に撤回している。こうし

た提案の背景には，WWFなど動物保護団

体や環境団体など自然保護団体の働きかけ

があるとされるが，ICCATの科学委員会

によれば「５歳以上で産卵が可能な親魚は

８万トン（約100万尾）程度」
（注８）

であり，絶滅

危惧種としての指定を疑問視する声もあ

る。資源評価についての科学的な議論の徹

底が必要であろう。

また，食用種を対象とする場合は，「自

然資源で暮らす人々の視点」（ワシントン条

約元事務局長ユージン・ラポワント氏）を欠

くことがあってはならないであろう。
（注９）

締約

国会議での「希少動物保護ではなく，漁業

資源管理の観点で協議すべき」とする日本

の主張も，こうした視点からのものである。

一度附属書に掲載されると，取消やダウン

リストが難しいだけになおさらである。す

なわち，「附属書Ⅰに記載された種は，ま

ず附属書Ⅱに移し，（２年に１回開催される）

会議間の間隔最低２期間分にわたり，取引

がその種に及ぼす影響をモニターしない限

り，附属書から削除してはならない」（決

議9.24付記４）との規定もあり，結果とし

て相当期間こうした状況が続く。マグロと

クジラの違いはあるが，わが国が提案を続

けているミンククジラなどのダウンリスト

の例を見るまでもなく，削除までの道のり

は困難なものとなろう。

しかし，地中海でのマグロ蓄養事業への

原魚導入量の把握など，現在のICCATの

管理に問題があることは事実であり，ワシ

ントン条約の附属書掲載を避けるためにも
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こうした点の抜本的な改善策を急ぐ必要が

ある。地中海でのマグロ蓄養事業を主導し

たわが国の責任は重い。

（注７）「『取引』とは，輸出，再輸出，輸入または
海からの持込みをいう」（条約第１条）。わが国
の漁船は，東大西洋で33隻，西大西洋で５隻操
業しており，2010年の漁獲枠は1,148トン（前年
1,871トン）である。

（注８）「強まるマグロ規制―関係者に聞く◯上」
（2010.3.16付日本経済新聞），「クローズアップ現
代」（2010.3.16放送）での東京大学大学院八木信
行特任准教授の発言。

（注９）「環境団体の欺瞞を指摘―クロマグロ保護
“寄付金集めの象徴”」（2010.3.17付産経新聞）

クロマグロは，国内での漁獲量２万１千

トンと輸入量２万２千トン（製品重量）で

あり，統計のない養殖マグロの生産量（推

計４千５百トン）と合わせても５万トン足

らずの供給量であり，わが国の刺身マグロ

消費量38万トンの１割強に過ぎない（08

年）。しかし，本マグロとも呼ばれるよう

にマグロの代表的な存在とされ，ミナミマ

グロとともにトロ商材として人気は高く，

近年のトロ嗜好ともあいまって年々その割

合を高めている（第２表）。

わが国へのクロマグロ供給は，太平洋海

域と大西洋海域がほぼ半々であり，前者の

大半がわが国漁船による漁獲，後者の大半

が輸入となっている。供給量の約半分

（47％）を占める輸入は，スペイン，トル

コ，クロアチア，イタリアなど地中海諸国

への依存度が高く，これら地中海諸国への

輸入依存度は81％ときわめて高い（第３

３　わが国へのクロマグロ供給
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表）。大西洋資源の74％（07年実績）の漁獲

が地中海で行われていることから，ある意

味では当然ともいえるが，今回焦点となっ

た大西洋・地中海産クロマグロ（本マグロ）

の禁輸案（附属書Ⅰ記載）の影響は，それ

だけ大きいといえる。

（１） 拡大するマグロ養殖

このようなクロマグロ資源の管理強化を

背景に，わが国でのマグロ養殖の拡大が進

み，各業種からのマグロ養殖への新規参入

も相次いでいる（第４表）。資金負担は大

きいものの比較的採算がとりやすいため，

魚価の低迷や餌飼料価格の高騰で採算的に

厳しい他の養殖魚種からの転換も相次い
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（単位　千トン，％）
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０４ 
０５ 
０６ 
０７ 
０８ 

資料　農林水産省『漁業・養殖業生産統計』（生産量）, 財務省「貿易統計」（輸入量）                
（注）１　マグロ類は, クロマグロ, ミナミマグロ, メバチ, キハダの４種類を合計。なお, ０７年から統計品目コード０３０４・２９・９１０として分

類されている冷凍フィレ（クロマグロ, ミナミマグロ以外）は, 便宜上「キハダ」として計上している。 
２　生産量には養殖による生産を含まない。 
３　９４年までの「クロマグロ」国内生産量には, 「ミナミマグロ」が含まれる。 
４　トロ商材は（クロマグロ＋ミナミマグロ）, 赤身商材は（メバチ＋キハダ）で算出。  

第2表　マグロ類の供給量（推計）の推移 

１４ 
１６ 
１７ 
１７ 
１９ 
１１ 
１１ 
１１ 
８ 
１６ 
１７ 
１１ 
１２ 
１１ 
１４ 
１９ 
１５ 
１５ 
２１ 

生産量 
年 クロ 

マグロ 

- 
- 
- 
- 
- 
６ 
６ 
６ 
７ 
７ 
６ 
６ 
６ 
５ 
５ 
６ 
６ 
３ 
２ 

ミナミ 
マグロ 

１２２ 
１２５ 
１４４ 
１４０ 
１２６ 
１１６ 
１０２ 
１０８ 
９９ 
９９ 
８７ 
９０ 
９０ 
８３ 
８０ 
７２ 
７１ 
７８ 
６６ 

メバチ 

９８ 
１０８ 
１２３ 
１２７ 
１０６ 
１１２ 
８０ 
１１２ 
９４ 
９７ 
９９ 
１０２ 
７３ 
７９ 
７７ 
８３ 
７４ 
８１ 
７７ 

キハダ 

２３４ 
２４８ 
２８３ 
２８３ 
２５１ 
２４６ 
１９９ 
２３８ 
２０８ 
２１９ 
２０９ 
２０９ 
１８１ 
１７８ 
１７５ 
１８０ 
１６５ 
１７８ 
１６５ 

合計 

輸入量 
クロ 
マグロ 

ミナミ 
マグロ メバチ キハダ 合計 

７ 
７ 
５ 
７ 
１０ 
１３ 
１１ 
１４ 
１２ 
１３ 
１４ 
１６ 
１７ 
２２ 
２６ 
２５ 
１３ 
２５ 
２２ 

０ 
０ 
０ 
３ 
４ 
５ 
６ 
８ 
１０ 
１１ 
１０ 
１１ 
１１ 
８ 
１１ 
１０ 
１０ 
１０ 
９ 

８９ 
１１０ 
９９ 
９２ 
１１５ 
１２７ 
１２４ 
１２０ 
１４９ 
１３３ 
１３５ 
１４１ 
１６３ 
１４６ 
１３５ 
１１９ 
１０２ 
１０１ 
９３ 

１３４ 
１１５ 
１３４ 
１７６ 
１４４ 
１３２ 
１３６ 
１１０ 
１１５ 
１０５ 
１３６ 
１２０ 
１４１ 
１３０ 
１３３ 
１４５ 
１０９ 
９６ 
８３ 

２３０ 
２３２ 
２３７ 
２７８ 
２７３ 
２７７ 
２７６ 
２５２ 
２８６ 
２６１ 
２９６ 
２８８ 
３３１ 
３０６ 
３０６ 
２９８ 
２３４ 
２３２ 
２０６ 

２１ 
２３ 
２２ 
２６ 
３３ 
３５ 
３４ 
３９ 
３７ 
４７ 
４８ 
４４ 
４５ 
４６ 
５６ 
６０ 
４３ 
５３ 
５３ 

トロ 
商材 

４．５ 
４．７ 
４．１ 
４．７ 
６．３ 
６．８ 
７．２ 
８．１ 
７．５ 
９．８ 
９．４ 
８．８ 
８．８ 
９．５ 
１１．６ 
１２．６ 
１０．８ 
１２．９ 
１４．２ 

構成比 

４４３ 
４５７ 
４９９ 
５３５ 
４９０ 
４８７ 
４４１ 
４５０ 
４５７ 
４３３ 
４５７ 
４５３ 
４６７ 
４３８ 
４２５ 
４１８ 
３５６ 
３５７ 
３１９ 

赤身 
商材 

９５．５ 
９５．３ 
９５．９ 
９５．３ 
９３．７ 
９３．２ 
９２．８ 
９１．９ 
９２．５ 
９０．２ 
９０．６ 
９１．２ 
９１．２ 
９０．５ 
８８．４ 
８７．４ 
８９．２ 
８７．１ 
８５．８ 

構成比 

４６４ 
４８０ 
５２０ 
５６１ 
５２４ 
５２３ 
４７６ 
４９０ 
４９４ 
４８０ 
５０５ 
４９７ 
５１２ 
４８４ 
４８１ 
４７８ 
３９９ 
４１０ 
３７１ 

合計 

供給量 

資料　財務省「貿易統計」   
（注）　輸入量は製品重量。  

第3表　クロマグロの輸入状況（２００９年） 

（単位　トン，％）

地
中
海
沿
岸
国 

そ
の
他 

地
　
域 

ポルトガル 
スペイン 
フランス 
イタリア 
クロアチア 
アルバニア 
ギリシア 
マルタ 
トルコ 
キプロス 
モロッコ 
アルジェリア 
チュニジア 
リビア 

計 

メキシコ 
韓国 
その他 

輸入合計  

地中海沿岸国シェア 

１８ 
７８０ 
１５２ 
２９９ 
１６ 
２４ 
９ 

１４６ 
４３０ 
１ 

１５４ 
６１ 
２６３ 
５６ 

２，４０９ 

１，９１３ 
９１７ 
５８６ 

５，８２５ 

４１ 

- 
３３５ 
- 

１０３ 
１，８７５ 

- 
２１ 
８６ 
２１９ 
３４ 
４９ 
- 

３２３ 
- 

３，０４５ 

８４４ 
１０ 
９３ 

３，９９１ 

７６ 

- 
０ 
- 
３ 
- 
- 
- 
２ 
- 
- 
- 
- 
- 
- 

５ 

- 
- 
- 

５ 

１００ 

- 
９６２ 
１３３ 
５８１ 
１，７９７ 

- 
３７７ 
２，８０２ 
２，８５６ 
７２５ 
１，３２８ 
８６ 

１，６９３ 
- 

１３，３４０ 

- 
７０ 
- 

１３，４１０ 

９９ 

１８ 
２，０７７ 
２８５ 
９８５ 
３，６８８ 
２４ 
４０７ 
３，０３５ 
３，５０６ 
７６０ 
１，５３１ 
１４７ 
２，２７９ 
５６ 

１８，７９９ 

２，７５７ 
９９７ 
６７８ 

２３，２３１ 

８１ 

生鮮 
・冷蔵 冷凍 

フィレほか 
生鮮 
・冷蔵 

冷凍 合計 

４　マグロ養殖をめぐる動向
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だ。また，長崎県では「長崎県マグロ養殖

振興プラン」（08年）を発表，同年の漁業

権の一斉切替えを機にマグロ養殖場の新規

設定や拡大する方針を打ち出し，マグロ流

通最大手の東洋冷蔵や双日の子会社設立に

よる進出も実現している。

こうした状況は，09年に実施された水産

庁調査でも裏付けられており，ちなみに，

08年度の活け込み量は
（注10）

，06年度までの20万

尾前半から急激に増加し，ほぼ50万尾に達

している。

養殖生産量に関する公式な統計数値がな

いため，業界等の推定生産量によるしかな

い。それによれば，1997年から2000年にか

けては500トン前後で推移していたが，そ

の後とくに02～03年に急増し，06年３千ト

ン，08年４千５百トンと急速に拡大した。
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新
規
参
入 

漁
場
拡
大 

極洋 

日本ハム 

ブリミー 

金子産業 

双日 

ヨンキュウ 

道水 

兵殖 

極洋 

マルハニチロ水産 
南紀串本水産 

日本水産 

東洋冷蔵 

日本配合飼料 

拓洋 

中谷水産 

０７．７．２５付日本経済新聞 

０８．７．２７付日本経済新聞 

０７．１２．１９付熊本日日新聞 

０８．８．１２付日本産業新聞 

０８．９．１付水産経済新聞 

１０．２．１７付紀伊民報 

０９．６．１６付日刊工業新聞 

０８．１１．３付水産経済新聞 

０９．１．２６付日経流通新聞 

（社）マリノフォーラム２１運営の 
ＨＰ（０９．２．２４付読売新聞） 

（社）マリノフォーラム２１運営の 
ＨＰ（０９．６．１０付紀伊民報） 

０８．９．２９付日経流通新聞 

０８．５．１３付水産経済新聞 

０９．１．２６付日経流通新聞 

（社）マリノフォーラム２１運営の 
ＨＰ（０９．１．１３付水産経済新聞） 

０９．６．１付日本産業新聞 

資料　新聞各紙およびマリノフォーラム２１運営のHP「養殖生産構造改革推進事業」を基に作成   

第4表　マグロ養殖への新規参入･規模拡大状況 

概　　　　　　　要 掲載紙等 対象企業 

子会社キョクヨーマリンファームを設立し, マグロ養殖に参入。 
０９年からの出荷を計画 

子会社マリンフーズを通じてマグロ養殖に参入。地元業者との
共同出資で宇和海マリンファームを設立 

近畿大学水産研究所と提携し, 「完全養殖マグロ」量産に向け牛
深沖で飼育開始　 

県内の水産大手がマグロ養殖立ち上げ 
（「転機の魚養殖－走る企業･揺れる産地（上）」） 

双日ツナファーム鷹島（株）が新松浦漁協の組合員として事業開
始。２０１０年出荷開始を予定 

子会社みつしま水産を設立し, 新規参入（対馬･美津島漁協） 

有限責任事業組合（ＬＬＰ）「日振島アクアマリン」を設立してマ
グロ養殖に参入。２０１０年秋の出荷を目指す 

石川県が区画漁業権を免許（短期蓄養型で養殖に参入） 

長崎県大島漁場と大分県津久見漁場で参入。０８年秋に稚魚導入, 
０９年１２月からの出荷を予定 

人工ふ化させたクロマグロの稚魚販売を計画（今年１１月をめど） 

和歌山県串本の陸上水槽で種苗生産へ 

天草でクロマグロ養殖（２年後の２万尾出荷を目指す） 

サウスシーフーズ撤退漁場（大分）に参入 

長崎県でマグロ養殖が加速, ３４経営体に増加 

和歌山海区漁業調整委員会が県の和歌山東漁協への漁業権免
許交付を承認 

子会社キョクヨーマリンファームの養殖関連設備を増強 
（イケスを３基増設） 

（単位　トン） 

和歌山 
三重 
長崎 
鹿児島 
その他 

合計 

資料　水産庁ホームページ 
「マグロに関する情報」（２０１０．３．３１現在） 

第5表　クロマグロ養殖生産量 
(推定) 

２００ 
６５０ 
８００ 
２，３００ 
５５０ 

４，５００ 

０８年度生産量 



この時点での各県域の生産量は第５表のと

おり推測されている。しかし，08年以降新

規参入が相次ぎ，現在では８千トンとも１

万トン近いともいわれる状況である。

（２） マグロ養殖の歴史

現在のクロマグロを中心とするマグロの

養殖形態は，地中海沿岸諸国やオーストラ

リア，メキシコ等海外で行われている養殖

形態，すなわち主にまき網で漁獲した20～

100kgサイズの原魚を数か月から半年程度

の短期間飼養するいわゆる「蓄養」と呼ば

れる養殖形態と，わが国で一般に行われて

いる天然の幼魚（ヨコワ）から２～３年程

度かけて長期間飼養する養殖形態に大きく

区分される。
（注11）

海外における短期養殖は，92年に曳航用

イケスを利用した原魚の採捕技術がオース

トラリアで開発されて以降本格化し，95年

のスペインを皮切りに，クロアチア，スペ

イン，イタリア，トルコ等に急速に拡大し

た。

わが国におけるマグロ養殖は，長崎県に

おけるマグロ幼魚の採捕による飼育試験

（69年）に始まり，翌年開始された水産庁

の委託事業「有用魚類大規模養殖事業」に

よって増養殖研究が本格化した。同事業の

プロジェクト研究「マグロ類養殖技術開発

試験」に参加した近畿大学はその後も研究

を続け，74年にはヨコワからの親魚育成を

開始し，79年には自然産卵を確認した。そ

れから23年を要して，02年ようやく卵から

育てた成魚を親魚としてさらに産卵，ふ化

させるという循環型の養殖（いわゆる「完

全養殖」）の実現にこぎつけたものである。

さらに，04年９月には二世代目となるマグ

ロを初めて市場に出荷するなど，こうした

研究は着実に進展している。

完全養殖は，養殖によって資源の再生産

を行うことから天然資源への負荷もなく，

養殖の理想型ともいえるものであるが，実

用化までの課題も残る。その第一が安定的

な産卵の実現，第二が稚魚の大量安定供給

の確保とされる。前者は，年によって大き

く変動する産卵の原因究明とその克服であ

り，後者は仔稚魚の生残率向上を保証する

飼育技術の開発である。こうした課題も

徐々にクリアーされつつあるとはいえ，完

全養殖の実用化までにはあと10年程度必要

とする関係者の話もあり，当面はヨコワの

導入による養殖が主体とならざるを得ない

状況といえる。

なお，参考までに種苗生産の現状を簡記

すれば次のとおりである。
（注12）

近年３年魚の産

卵事例も報告されているが，一般には産卵

親魚の育成期間は５年以上とされている。

こうした親魚は，魚体が150～600kgにも達

し，このため広い養成場所が必要となる。

奄美栽培漁業センター（水産総合研究セン

ター）では，入り江を網で仕切る方法で育

成場を確保しており，その規模は14haとの

ことである。産卵は海水温に大きく依存し，

24℃となる５月中旬ごろから始まり，海水

温がそれを下回り始める秋口まで続く。水

面を走り回るような産卵行動を観察し，産

卵確認後その周辺の水面を網（プランクト

農林金融2010・6

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

57 - 337



農林金融2010・6

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

ンネット）で掬
すく

い，漂っている受精卵（１

mm）を採集する。ふ化水槽に収容後約24

時間でふ化（３mm）するが，このふ化仔

魚を陸上水槽で１か月程度飼育し，体長３

～４cmの頃に海のイケスに移す（「沖出し」

という）。この沖出しまでの生残率は，ふ

化後10日までの初期減耗が大きく，その後

の共食いや衝突死等も加わり，近年でも

１％を下回る低い状況にある。

（３） マグロ養殖の実際

わが国のマグロ養殖は，前述のように，

ある程度大きな天然マグロを短期間養殖す

る方法や人工種苗からの養殖（近畿大学，

熊本のブリミーなど）も行われているが，

天然種苗であるヨコワを採捕して行う方法

が一般的である。

天然種苗であるヨコワ（体長20～30cm，

体重100～500ｇ程度）は，夏場長崎県の壱

岐・対馬や山陰沖，あるいは四国や紀伊半

島沖等の漁場で，「引き縄釣り」という漁

法で捕獲される。
（注13）

国内の養殖場では，これ

を円形ないし方形の大型のイケスで，一般

的には２年半から３年程度飼養し，30～

70kg程度のサイズで出荷している。出荷ま

での歩留まりは約５割程度とされ，マダイ

やブリなど他の養殖魚と比べて著しく低

い。光
（注14）

や音にも敏感で，雷等による狂奔死

があるほか，濁流水による斃死
へいし

，擦れに対

する脆弱性
ぜいじゃく

など，マグロ特有の要因も歩留

まりの低さに影響している。エサは基本的

には生エサであり，冷凍物を解凍して丸の

まま与えるが，マグロの成長に合わせてエ
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サとなる魚種を変える方法が一般に行われ

ている。

（注10）購入した種苗のうち，実際にイケスに投入
した尾数。

（注11）近年は，京都府伊根町での中谷水産，石川
県珠洲市での道水など，わが国でも「蓄養型」
の養殖形態が登場し，また地中海でもクロアチ
アで長期間の養殖も行われるなど，例外的な事
案もある。

（注12）（独）水産総合研究センター発行の「FRA
ニュース」（VOL.8）を基礎資料とした。

（注13）前述の水産庁の調査では，ヨコワの漁獲量
は，高知県12万５千尾，島根県11万２千尾，長
崎県６万２千尾などとなっている。また，鳥取
県や長崎県で行われているまき網漁船による漁
獲では，平均サイズは30～40kg程度となってい
る。

（注14）歩留まりは，養殖業者あるいはその年の気
象等の状況によって，40～80％台とばらつきが
ある。

前述したように，大手水産会社を筆頭に

国内でのマグロ養殖が拡大している。この

背景には，90年代半ば以降，とりわけ90年

代後半に進展したスーパー等量販店におけ

るトロ商材の定番商品化の動きや回転寿司

等外食産業における取扱い拡大がある。地

中海を中心とした養殖マグロの拡大によっ

てもたらされた供給量の増大と価格の低下

は，消費者のトロ嗜好とも相まって，トロ

商材を格好の集客商材と位置づけるに至

り，そうした業態においてはこの商材の安

定確保が販売戦略上重要となっている。こ

うした状況の下では，スーパーを始めとす

る量販店等への商材供給を担う水産会社等

にとって，この商材を供給できるかどうか

が他の商材も含めた取引の拡大，あるいは

５　マグロ養殖の課題



漁によって活け込み量が左右されるという

問題に加え，近年の養殖熱の高まりで「ヨ

コワ争奪戦」も激化している。水産庁も，

まき網漁による小型マグロの漁獲量に上限

を設定するなど資源保護に乗り出してお

り，今後の資源動向によっては養殖種苗と

なるヨコワの漁獲制限が実施される可能性

も否定できない。

この点，人工的な種苗生産に期待すると

ころが大きい。09年現在の人工種苗供給能

力は，近畿大学の約４万尾（現時点での所

要尾数の１割弱）程度にとどまっていると

はいえ，他の民間企業等の研究実績も着実

に積み重ねられており，数年のうちには一

定程度の供給が見込める状況となっている。

また，長期間かつ広い養殖場を必要とす

る親魚養成の課題についても，小型魚を利

用した借り腹技術の開発が進んでいる。既

に，ヤマメにニジマスを産ませる実験に成

功しているが，クロマグロの場合はサバを

利用する。クロマグロの精巣から「精原幹

細胞」を取り出し，サバの稚魚（オス，メ

ス）の腹に移植するという技術で，もとも

との目的は違うようであるが，小型の水槽

を使った稚魚の生産や親魚のエサ節減が可

能となり，結果として低コストでの稚魚供

給が実現する。しかし，この実用化はまだ

当分先の話ということになろう。

（３） エサに関する課題

エサに関しては，現在はほぼ生エサ

100％という状況であり，エサとなるサバ，

アジ，イワシ等の資源動向や従来エサ向け
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価格交渉力の向上に重要な役割を果たすも

のと見られる。クロマグロやミナミマグロ

などトロ商材の先行きの供給に関する懸念

材料が多いなかではなおさらであろう。

とはいえ，今後のマグロ養殖の将来性を

展望した場合，大きく分けて養殖場，種苗，

エサに関していくつか課題があり，近時は

これに加えて採算性も課題となりつつある。

（１） 養殖場に関する課題

養殖場に関しては，沖合での養殖や陸上

養殖の研究も行われているが，当面は現状

の沿岸域での養殖に限定される見込みであ

り，①水温（最低水温12℃以上）と水深，

②河川の影響を受けない，③波浪の影響が

小さい等の条件が養殖場拡大にとっての制

約となる。
（注15）

現在養殖の行われている地域は，鹿児島

県（とくに奄美大島），長崎県（対馬，五島）

等であるが，こうした条件を満たす海域が

優先的に利用されてきた経緯もあり，残さ

れている養殖適地は，他の養殖魚種から転

換する場合を除き，そう多くはないだろう。

まき網漁船が漁獲した小型マグロを養殖す

る短期養殖型が近年増加している背景に

は，こうした事情も要因の一つと考えられ

る。

（２） 種苗確保に関する課題

天然種苗（ヨコワ）にほぼ全面依存する

現状から，これに起因する種苗確保上の問

題もある。養殖事業経営にとっては，安定

的な種苗の確保が大前提となるが，好・不
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とされてきた小型魚の中国などへの輸出も

今後影響してこよう。魚粉を主たる原料と

する配合飼料の開発も進められているが，

こちらも最大の魚粉供給国ペルーの供給減

少と急激に消費量を拡大している中国等で

の需要増大を受けて世界的に魚粉需給が逼

迫し，価格も高騰している。

魚類養殖向けの配合飼料における魚粉配

合率は，比較的低い配合でも可能なニジマ

ス用など対象魚種によっても差があるが，

概ね50～55％程度とされてきた。しかし，

魚粉価格の高騰を契機に魚粉代替タンパク

を使った飼料の開発・普及も急展開を見

せ，06年末ごろから育成用を中心に配合率

を下げた飼料の供給が始まっている。この

場合に使用される魚粉代替タンパク質原料

の多くは，リン含有量の低い植物由来のも

のであり，これを利用することで養殖環境

の改善も図れるなど，他の利点もある。魚

粉代替タンパクの利用において有用とされ

る合成タウリンの
（注16）

飼料添加物認可（09年）

を契機に，こうした方向での開発も加速す

るものと考えられる。

マグロに関しては，１kg増重させ

るのに必要なエサの量（いわゆる

「増肉係数」）は15～16kg（生エサ換算）

とされ，７～８kg（同）のブリの２

倍近い。仮に60kgのマグロに育てる

のに１トン近いエサが必要になるこ

とになり，持続的な漁業という視点

でとらえても大きな負担となる。魚

粉代替タンパクの利用は，この面で

の貢献も期待できる。

（４） 収益性をめぐる課題

養殖マグロは，江戸前寿司や回転寿司な

どの寿司店，あるいは量販店等に向けて販

売されるが，その仕向ける割合はどこで養

殖されたかによって差がある（第６表）。

こうした差は，需要先の求める品質による

ものであるが，当然価格面にも反映する。

かつては，スペイン産と国産が同程度の価

格帯（3,000～3,500円／kg），メキシコ産とオ

ーストラリア産ミナミマグロ（2,000～2,500

円／kg）がそれを下回る水準でほぼ同一の

価格帯を形成していた。

しかし，海外からの養殖マグロの輸入増

加，国内産の生産増といった供給要因や高

級料亭や高級寿司店から回転寿司等への外

食需要の変化，あるいは量販店での販売増

加といったトロ商材の大衆化を背景に，国

産の養殖マグロについても販売価格の低下

が進み，直近時では2,500円／kg台の価格で

推移している。いったん大衆化の進んだ商

材については，価格上昇が他の商材への代

替等から消費の減少に直結し，仮に供給量

の減少があっても価格の上昇は限定的なも

（単位　％） 

地中海 
トルコ 

スペインほか 

メキシコ  

オーストラリア  

日本  

出典　近畿大学２１世紀ＣＯＥプログラム（２００８）『養殖マグロの流通･経済
－フードシステム論による接近－』８頁 

原資料　山本尚俊「養殖マグロ流通・取引の現段階の特質」『漁業経済研究』
４９ー３（２００５）, 表７を一部改変 

原注　大阪本場の卸売２社・中卸業者での聞き取り調査に基づく 

第6表　養殖マグロの需要（２００４年） 
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外食店 
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３０ 
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１００ 

１００ 

１００ 

回転 
寿司 量販店 計 
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のとなろう。生産原価は種苗費，餌料費，

それにも増して成魚の歩留まりに大きく左

右されるものの，一般的には2,000～2,500

円／kgと推定され，その意味では徐々に採

算面でも厳しさが増しつつある状況となっ

ている。

結論的に言えば，養殖場の拡大余地，種

苗の確保，エサ（生餌，魚粉）の需給見通

し，いずれも制約要因として作用する可能

性が大きく，また収益性の低下も加味すれ

ば，当面わが国のマグロ養殖の展望は限定

的なものとなろう。
（注15）東海大学と民間企業WHAによる陸上養殖
が静岡県で行われているが，コスト面の課題が
大きく，実用化は不透明といわざるを得ない状
況にある。また，沖合養殖に関しても，マルハ
グループや日本水産などが沖合沈下式養殖法を
中心に研究を進めているが，コスト面も含め実
用化にはまだ時間がかかる状況である。

（注16）エチレンから化学合成される合成タウリン
は，ブリ類やタイなどの飼料に植物性タンパク
を利用する場合には必要不可欠とされている。
従来から，リポビタンDやチオビタドリンクな
ど，医薬部外品を含むドリンク剤の主成分とし
て使われていたが，09年に飼料添加物として認
可された。

クロマグロに限らないが，水産資源は適

切に管理すれば無限に再生産可能な天然資

源であり，そこに食料としての貴重性があ

る。やはり，資源管理の徹底と資源の有効

利用が優先されるべき課題であろう。

今回クローズアップされた大西洋マグロ

に関しては，過剰漁獲の要因となっている

地中海でのマグロ養殖事業を主導し，それ

を輸入・消費してきたわが国の責任は重

く，ICCATを通じた資源管理においてよ

り一層主体的な役割の発揮が求められる。

また，かねてから未成魚への強い漁獲圧

が指摘されている（「平成20年度国際資源の

現況」04－６図11参照）太平洋クロマグロ

についても，その多くを漁獲し
（注17）

ているわが

国の果たす役割が大きい。台湾や韓国漁船

による漁獲も多くは日本で消費されてい

る。日本近海での漁獲については，行政サ

イドからも，１歳以下での漁獲が全体の9

割を占めるなど，ほとんど未成熟の状態で

漁獲していることを問題視する発言も出て

きた。今
（注18）

年４月，（独）水産総合研究センタ

ーが実施した組織改変（遠洋水産研究所内

に「くろまぐろ資源部」設置等）の目的の一

つに，太平洋クロマグロの資源評価と管理

に関する研究体制の強化などが挙げられて

いる点も，こうした課題に対応するものと

して今後に期待したいものである。

（注17）遠洋水産研究所の推定によれば，07年で
65％（（独）水産総合研究センターHP「平成20
年度国際資源の現況」04－２表１から算出）。

（注18）日本水産学会での水産庁宮原審議官の講演
（2010.4.5付水産経済新聞「太平洋クロマグロ資
源管理計画準備へ」）
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